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１．はじめに 
増大するエネルギー需要を評価・予測していくために

は各国ごとでの評価だけではなく、グローバルな視点か

ら評価していかなくてはならない。本論文では、本研究

で構築したグローバルモデルの特徴とそれを用いた評価

結果について報告する。 

２．モデルの概要 
エネルギーシステム解析に使用するモデルは、長期多

地 域 型 エ ネ ル ギ ー モ デ ル GOAL （ Global Optimal 

Assessment Links）である。このモデルは以下のような

特徴を備えている。 

・モデル対象地域はアジア－日本、中国、インドネシア、

マレーシア、シンガポール、タイ、フィリピンの７ヶ国

である。地域性を表すために広大な面積を持つ中国に対

しては東北・北部、東部・中南部、西北・西南部の３地

域に、島国であるインドネシアを内島部、外島部に分割

している。 

・10 年を 1 期として、1990 年（基準年）を中心とする期

（1986 年～1995 年）から 2050 年を中心とする期（2046

年～2055 年）までの 7 期 70 年間を分析期間とする。 

・対象とするエネルギーシステムは採掘部門、輸送部門、

転換部門と分類する。システムの構造は各国（地域）の

特徴を表現できるようになっている。基本的な地域エネ

ルギーシステムのモデル図を図１に示す。 

・採掘資源に対する埋蔵量と採掘量を考慮している。各

期における生産量は、その期までに採掘された量が可採

資源量の半分に達すると生産量は減少するとモデル化し

た。 

・モデル中で技術ごとに導入コスト、運転保守コスト、

輸送コストなどのコストを計算することができる。それ

らの総和を総システムコストとして表現している。この

コストは国別のエネルギーシステムコストと対象国どう

し間のエネルギー輸送費用の総和として計算する。国別

のエネルギーシステムコストは採掘・転換・サブ地域間

輸送の各段階における設備建設費用・運転保守費用・エ

ネルギー費用・その他の世界（ROW）とのエネルギー輸出

入費用の総和である。 

・環境負荷として二酸化炭素、メタン、ＳＯＸ、ＮＯＸ、

ばいじんの排出量を採掘・輸送・転換の各段階で計算す

る。メタン排出量温暖化ポテンシャルを用いて二酸化炭

素排出量に換算している。ＳＯＸ、ＮＯＸ、ばいじんの排

出量はモデルに導入されている技術に入力されるエネル

ギー（TJ）と排出係数（ton/TJ）との積とする。 

・モデルに組み込んだ技術は 40 種類の発電技術、約 10

種類の燃料転換技術、約 8 種類のエネルギー長距離輸送

技術、約 40 種類の省エネルギー技術である。今回使用す

るモデルでは考慮していない。 
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図１ 地域エネルギーシステムのモデル図 

３．目的関数と環境負荷物質 
最適化の目的関数して、総システムコストの最小化に

加え、環境負荷排出量に重み係数と積をとり、その総和

が最小とするとした。 

目的関数＝総システムコスト＋Ｋ×総環境負荷排出量 

→最小化     Ｋ：重み係数 



ここで、環境負荷物質である二酸化炭素とＳＯＸに対し

て重み係数を次のように想定した。 

ケース１： 0 （US ドル／トン炭素） 

ケース２： 10 （US ドル／トン炭素） 

ケース３： 1000 （US ドル／トンＳＯＸ） 

ケース４： 10 （US ドル／トンＳＯＸ） 

これらの値を目的関数に用いて、最適化を行った。ここ

での重み係数はモデル中で炭素税などと同等な意味を持

つ。従って、ケース２の値は炭素税を参考に値を考慮し

た。ケース３，４では炭素税の変わりに硫黄排出税のよ

うなものを想定した。ケース２～３ではこのような税金

をかけることで、モデルの最適化時にはそれらの物質排

出量を抑制する効果となる。この最適化の結果を図２と

図３に示す。 

図２は二酸化炭素排出量の年推移である。各ケースで

の排出量について、前半期での大きな差はみられないが、

後半期から排出量に差がみられるようになる。最も二酸

化炭素の排出量が少ないのはケース２である。次に少な

いのはケース４となる。ケース４で二酸化炭素排出量が

抑制される理由としては、ＳＯＸの排出量が大きい石炭火

力などがあまり導入されなくなるからである。 

図２のケース１とケース４がほぼ同じ排出量を示して

いる。この２つのケースの違いは目的関数にＳＯＸ排出に

重みをかけている点である。これの何を意味するかとい

うと両ケースの技術選択の最適化にほとんど変わりがな

い。ただし、浄化技術、特に脱硫技術が大きく導入され

ている。これにより、図３のケース４のようにＳＯＸ排出

量を抑制することができる。 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050

年

二
酸
化
炭
素
排
出
量
（
G
to
n
-
c
）

 
図２ 環境排出物抑制効果と二酸化炭素排出量 

 
 

石炭技術の脱硫技術として石灰石法排煙脱硫方式（浄

化率：50～90％）を想定しているが、最適化によって決

定される導入量は重み係数の大きさにより変化する。 

図３のケース３をみると重み係数を 1000 US ﾄﾞﾙ/ton と

することによって脱硫技術が多く導入される。その結果

として、その他のケースにより大きく抑制することがで

きる。 

４．むすび 

本論文の結果よりアジア地域の二酸化炭素、ＳＯＸの排

出量がどのように推移するかがわかる。図３に示される

ように排出抑制の有無によって、大きく排出量に差がで

てくる。地球温暖化などの問題は重要であることには違

いないが、ＳＯＸなどその他の環境負荷排出物質の排出抑

制も同様に考えていく必要があると思われる。さらに加

えるとＳＯＸの抑制効果の容量は高く評価可能である。 
今後も、本論文で用いたモデルの構築と評価法の検討

をする予定である。 
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図３ 環境排出物抑制効果とＳＯＸ排出量 

 


